
 

評価調査結果要約表 
１ 案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：電力技術者養成プロジェクト 

分野：電力 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAベトナム事務所 協力金額（評価時点）：12億5,400万円相当 

先方関係機関：ベトナム電力公社（EVN）、電力短大
（Electrical Power College：EPC） 協力期間 

2001年3月30日～ 
  2006年3月29日 

日本側協力機関：社団法人 海外電力調査会 

１－１ 協力の背景と概要 
ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）における電力基盤の整備は、経済成長

のためのインフラ整備への取り組みの一環として急務である。同国の電力供給・電源開発は、

ベトナム電力公社（Electricity of Viet Nam：EVN））が所管しており、水力資源の豊富な北部地
域における水力電源の開発、国内で産出する石炭を燃料とする火力電源の開発、並びに、同国

の南北に長い形状から電源地域である北部から南部地域への送電設備の増強など、電力設備の

整備を行っている。 
また、電力の安定供給を図るべく増加する電力設備に対応するため、電力技術者の養成を行

っている。しかし、急速に増大する電力設備の運転及び、新型機器の維持管理に対応できる技

術者養成のための指導体制としては、指導スキル及び設備ともに更なる向上が必要である。 
かかる状況下、1999年4月基礎調査団を派遣し、同国の電力技術者の育成状況、先方要請内容

の確認、及びプロジェクトタイプ技術協力のスキームの説明を行っている。その後、1999年5月
ベトナムは日本国政府に対し、電力技術者養成のための訓練技術の移転を目的とするプロジェ

クト方式技術協力を要請してきた。 
 

１－２ 協力内容 
（１）スーパーゴール 

ベトナムの電力設備が効率的に運転保守される。 
（２）上位目標 

１：本プロジェクトで開発された研修コースの実施が拡大・発展する。 
２：現場技術者の近代的な運転保守にかかわる能力が向上する。 

（３）プロジェクト目標 
EPCが、電力5技術分野（火力発電、配電、変電、水力発電、送電）の運転・保守に係る

体系的な知見をもった現場技術者を、持続的に養成できるようになる。 
（４）成 果 

０：プロジェクト実施体制が確立する。 
１：EPCにおいて教育訓練カリキュラムが開発される。 
２：EPCにおいて教材が開発される。 
３：電力5技術分野の運転保守の指導ができるコア・インストラクターが養成される。 
４：コア・インストラクターによって、運転保守に関する体系的な研修コースが実施される。

５：上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練資機材が活



 

用される。 
６：成果１～５の継続を指向した研修実施体制が構築される。 

（５）投 入（評価時点） 
 日本側： 

① 長期専門家：2005年10月末時点で延べ14名を派遣 
（専門家の構成は、チーフアドバイザー1名、業務調整員1名、各技術分野の専門家1名
×5分野） 

② 短期専門家：2005年10月末時点で延べ36名を派遣 
［分野別内訳］ 
 火力：9名、水力：7名、送電：6名、変電：6名、配電：8名 

③ 研修員受入：2005年10月末時点で23名を受入れ 
④ 資機材供与：計画されたすべての資機材の調達・据付が完了（2億5,400万円相当）2005

年10月末時点 
主な資機材：簡易型運転用シミュレーター、CBTソフトウェア、非破壊検査器具、活

線碍子洗浄装置、配電用バケット車等、訓練コースの実施に必要な設備、

道工具、及びソフトウェア、書籍など。 
 ベトナム側： 

① 人員：カウンターパート（CP）延べ36名 
（うちフルタイム19名、パートタイム17名） 

 火力 水力 送電 変電 配電 合計 

フルタイムCP 6 3 4 3 3 19 

パートタイムCP 7 3 2 1 4 17 

合計 13 6 6 4 7 36 

プロジェクトマネージャー（EPC校長）：1名 
プロジェクト調整員：1名 
プロジェクト調整員補佐：1名（2004年2月に追加） 

② 経費：討議議事録（R/D）の費用負担に基づき、滞りなく支出されている。 
（2005年9月末時点の累計支出額：52億3,000万ドン） 

③ 施設： EPC内部に良好な業務環境を提供している。日本側供与資機材の保管場所の決
定、不具合箇所の整備については、やや対応の遅れあり。 
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調査期間 2005年10月18日～11月3日 評価種類：終了時評価 

３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）投入及び活動 

日本側供与資機材の保管場所の決定、不具合箇所の整備については、やや対応の遅れが

あったものの、おおむね計画どおり実施された。 
 
（２）成果の達成度 

成果０から６のうち、成果６を除く6つの成果の達成度は終了時評価調査時点で十分に高
い。2002年6～10月の4ヵ月間、チーフアドバイザーが一時的に不在となったが、他専門家
のサポートやその後の体制整備により、業務の進捗が確保されている。また、プロジェク

トでは現場調査による訓練ニーズの把握、キーカリキュラムの作成、合意を経て研修コー

スを作成するという手順を採用しており、同手順を採用したベトナム語版教材作成の進捗

率は95％に達している。CPの8割以上が単独での研修実施ができる旨確認されており、プロ
ジェクト期間中の研修受講者数については目標の500名に対し、調査実施時点で555名の受
講がなされていることが確認された。 
成果６については、コア・インストラクターの責務の明確化、職場外訓練（Off-JT）研修

委員会の設立、スタンディング・ワーキンググループ（Standing Working Group：SWG）の
規定の承認がEVNによってなされる必要があるが、2005年末までに完了が見込まれており、
大きな問題はないと判断される。 

 
（３）プロジェクト目標の達成度 

成果０～５は、達成される見込みであり、成果６が達成され、外部条件が満足されれば

プロジェクト目標は達成される見込みである。 
研修受講者の習得内容の現場での活用度については、火力部門においてThu Duc火力発電

所での所内研修コース（3コース）やCan Tho火力発電所でのグループ勉強会が実施される
など、受講内容の自社研修への取り込み、現場での伝達教育が実施されている。また、EES2
（南部地域管轄の電力技術学校）では、「電気保守コース」教材の一部がEES2の授業に活用
された。 
送電部門においては、実施済みの3コースのうち、1コースで伝達教育が実施され（受講

者の5％が実施）、研修内容を実業務に活用した参加者が45～83％、自社の研修コースにプ
ロジェクトの研修内容を取り入れた参加者が55～75％と、研修内容の現場での活用が図ら
れている。なお、プロジェクトで開発された教材は、EVNから正式な訓練教材として承認
されていないことから、現場では参考資料扱いとされるため、現場での活用の阻害要因と

なっている。 
プロジェクトでは、第1回研修コースのフォローアップ調査を通じて、研修に対する現場

のニーズを反映し、現場の技術的ニーズに応えた研修内容に改善するアプローチを採用し

ており、今後研修の習得内容が現場で活用される可能性は高いと考えられる。 
 
 



 

（４）上位目標の達成度 
プロジェクトでは、研修コースに熟練技術者を参加させてコメントを聞く、他の訓練校

［EES2、EES3（中部地域管轄の電力技術学校）、ETS］の教員を参加させる、第1回研修コ
ースのフォローアップ調査を通じて、研修に対する現場のニーズを反映し、現場の技術的

ニーズに応えた研修内容に改善するといった方法を採用しており、プロジェクト終了後に

おける研修コースの拡大・発展をめざしたアプローチをとっている。 
また、第1回研修コース参加企業へのフォローアップ調査の結果では、84％の企業がプロ

ジェクトで開発された体系的訓練システムの有用性を認めている。 
各技術者のレベルに応じた適切な研修コースを提供するためには、体系的な教育訓練の

枠組みが不可欠である。さらに、現場技術者の技術レベル向上のためには、Off-JTと実地訓
練（On the Job Training：OJT）の組み合わせが必須である。体系的な教育訓練の枠組みが確
立され、今後も継続的に研修コースや教材が改善され、これらを踏まえたOJTが実施されれ
ば、上位目標は達成されるものと見込まれる。 

 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、

ベトナムの開発政策、日本の対ベトナム援助政策のいずれにも合致している。PDCAサイク
ルを取り入れた本プロジェクトのアプローチは、プロジェクトの成果と自立発展性の継続

に貢献することから、妥当性が高い。 
（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。一部の教材が作成中ではあるものの、成果０から５ま

では既にほぼ達成されており、成果６についても、「指標6.3：コア・インストラクターの責
務が明確化される。」、「指標6.4：Off-JT研修委員会が設立される。」を除き既に達成済みで
ある。本プロジェクトにおいて、現場技術者のニーズを取り入れるしくみを有する訓練シ

ステムを開発したことは、プロジェクト目標の達成に大きく貢献するものである。プロジ

ェクトの活動を通じて、CPの能力向上、教育訓練機材の活用、研修の実施が達成されてお
り、研修内容に対する受講者の満足度も総じて高いことから、プロジェクトの成果はプロ

ジェクト目標の達成に貢献していると判断される。 
（３）効率性 

本プロジェクト実施の効率性は高い。日本側、ベトナム側の投入は、供与機材の保管場

所の決定、不具合箇所の整備についてやや対応の遅れはあったものの、ほぼ適切であった

と判断される。一部のCPは業務経験、現場経験、専門知識、語学力（英語）を十分に有し
ていなかったが、ベトナム国内での現場研修やプロジェクトでの技術移転を通じて、CPの
能力は飛躍的に向上した。 

（４）インパクト 
本プロジェクトで開発された研修コースは、EVNグループ以外にも拡大された。さらに、

プロジェクトで設立された2つのSWGの活動を通じて、現場技術者は、他の現場と効率的に
情報交換ができるようになった。これらは、プロジェクトのプラスのインパクトであると

考えられる。一方で、現場から派遣されたフルタイムCPは、プロジェクト終了後の彼らの



 

処遇に不安を抱いており、これについてはマイナスのインパクトと考えられる。プロジェ

クト終了後のCPの処遇については、EVNは2005年12月中に必要な対策を行う予定である。
同対策によりマイナスのインパクトが消失し、プロジェクトの上位目標が達成されること

が望まれる。 
（５）自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は成果６が完全に達成されれば高くなる。技術訓練SWG、
送電部門SWGが設立されたことは、全社的な技術訓練の計画策定、現場と他の機関との情
報交換を可能にしたという点で、大きな進歩である。Off-JT訓練委員会は、本プロジェクト
で開発された研修プログラムを持続させる上で、重要な役割を果たすと期待されている。

経済的な自立発展性については、EPCは今までのところ研修訓練に必要な支出を負担してお
り、今後も継続して必要な予算を確保するものと思われる。本プロジェクトで技術移転を

受けたCPの大半は、プロジェクト終了後も引き続きコア・インストラクターとして勤務す
る意思を有している。プロジェクトの成果を持続、発展させるために、EVNはコア・イン
ストラクターを活用するためのしくみと方針を確立する必要がある。 

 
３－３ 結論 
 本プロジェクトは、終了時評価までの実施状況は良好であり、協力期間終了時までに所期の

目標を十分達成できる見込みである。従って、当初予定どおり、2006年3月29日に終了すること
が適当である。プロジェクトを通じてCPの能力が大きく向上したが、プロジェクトのアプロー
チの妥当性とチーフアドバイザー不在期間中も「チーム」として活動することでプロジェクト

実施に係る負の影響をなくした日本側専門家の技術移転に係る貢献が、その主な要因と考えら

れる。PDCAサイクルを取り入れたプロジェクトのアプローチ、プロジェクトを通じて設立され
た組織（SWG）は、プロジェクトの自立発展性に大きく貢献するものと期待される。 
 
３－４ 提言 
 本件調査時点では、プロジェクトの進捗は順調であるが、プロジェクト目標及び上位目標を

達成するためには、以下の活動がEVN本社でなされる必要がある。 
（１）コア・インストラクターの責務の明確化  

本プロジェクトを通じ、コア・インストラクターの重要性が関係者に認識されている。

コア･インストラクターが研修のデザイン、実施、チェック及びその後の研修内容の修正と

いった役割を集中して実施することをめざし、プロジェクトではEVN本社に対しコア･イン
ストラクターの責務についての案を提出している。この案に基づき、EVNは2005年12月ま
でにコア・インストラクターの責務についての規定を発出、技術トレーニングSWGの活動
を通じ同規定に必要な修正を行うべきである。  

（２）Off-JT研修委員会の設立 
本委員会はEVNの研修実施機関が適切な研修を実施するために不可欠である。EVNは同

委員会を2005年中に設立すべきである。 
（３）SWGと委員会の活動の継続 

ベトナムでは、電力業界の役割の重要性とともに人材育成の必要性が増加している。優

秀な人材を育成するためには、研修実施機関、EVN子会社及びEVN本社の連携強化が非常



 

に重要である。EVNはこの点を認識しており既に2つのSWGを設立しており、Off-JT委員会
の設立を予定している。また、SWGの規定案は既にEVNに提出されている。プロジェクト
の自立発展性を確保するために、以下の条件が満たされることが望まれる。 
・ EVNが各規定をなるべく早期に承認する。 
・ 各SWG及び委員会が継続的に自らの役割を果たす。 

（４）個々の技術者の職位に応じた研修コースを選定するための人材開発計画の策定 
OJTとOff-JTという2種類の研修の組み合わせは非常に重要である。また、各従業員の職

位に応じ必要な研修を確定するためには人材育成計画の策定が不可欠である。本プロジェ

クトでは、ケーススタディとして、各職位に求められる技術や知識を明確にすることを目

的とした、Uong Bi発電所の各職員に求められる技術、知識及び研修計画の進捗がわかる人
材管理データベース案及び同発電所における研修コース計画ガイドライン（実施要領）を

準備しEVN本社に提出している。EVNは、これらのデータベース及びガイドラインを見直
し、パイロットプロジェクトとしてUong Bi火力発電所に導入し、その後他の現場に拡大し
てゆくことが望まれる。 

 
３－５ 教訓 
 プロジェクト開始前に、プロジェクトの計画を策定するための詳細な調査を行うことが重要

であるが、事前に完全な調査を行うことは困難である。プロジェクトを実状に即して実施する

ためには、プロジェクトの実施プロセスや計画の修正が必要な場合、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）を含めたプロジェクトの計画を関係機関が議論し、修正する必要がある
ことが、教訓としてあげられた。 

 
 
 




